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○栃木市補助金等交付規則 

平成２２年３月２９日 

規則第５６号 

改正 平成２３年３月２２日規則第６号 

平成２３年８月２４日規則第２４号 

平成２６年３月３日規則第１３号 

平成２８年３月１１日規則第６号 

（目的） 

第１条 この規則は、法令その他別に定めがあるもののほか、補助金等の交付の申請、決定及び使用等

に関する基本的事項を定め、もって補助金等に係る予算の執行の適正化を図ることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1) 補助金等 市が交付する補助金及び交付金をいう。 

(2) 補助事業等 補助金等の交付の対象となる事務又は事業をいう。 

（補助金等の交付対象） 

第３条 補助金等は、市長が公益上必要があると認める事務又は事業を行う者に対し、予算の範囲内に

おいて、その施行に必要な経費の全部又は一部について交付する。 

２ 前項の補助金等の名称、交付の目的、交付の対象である事務又は事業の内容及び条件並びにその交

付率又は金額並びに相手方は、別に定める。 

（交付の申請） 

第４条 補助金等の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、補助金等交付申請書（別

記様式第１号）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。ただし、市長が指定す

る補助金等については、この限りでない。 

(1) 事業計画書 

(2) 収支予算書（別記様式第２号）又はこれに代わる書類 

(3) 工事の施行にあっては、実施設計書 

(4) 前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

（交付の決定） 

第５条 市長は、前条の申請があったときは、当該申請に係る書類の審査及び必要に応じて行う現地調

査等により、補助金等を交付するかどうかを決定するものとする。 

２ 市長は、補助金等の交付を決定したときは、補助金等交付決定通知書（別記様式第３号）により、

申請者に通知する。 

（交付の条件等） 

第６条 市長は、補助金等の交付を決定する場合において、補助金等の交付の目的を達成するために必
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要な指示又は条件を付すことができる。 

（申請の取下げ） 

第７条 申請者は、第５条第２項の規定による補助金等の交付の決定通知を受けた場合において、当該

通知に係る決定内容又は前条の規定によりこれに付された条件若しくは指示により難いと認めると

きは、当該通知を受けた日から１０日を経過する日までに文書をもって申請の取下げをすることがで

きる。ただし、市長が特に必要と認めるときは、この期間を短縮し、又は延長することができる。 

２ 前項の規定による申請の取下げがあったときは、当該申請に係る補助金等の交付の決定は、なかっ

たものとみなす。 

（計画変更の承認） 

第８条 補助金等の交付の決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、軽微な変更で市長が定

めるものを除き、次の各号のいずれかに該当するときは、遅滞なく事業計画変更申請書（別記様式第

４号）を市長に提出し、その承認を受けなければならない。 

(1) 補助事業等に要する予算を変更しようとするとき。 

(2) 補助事業等の内容を変更しようとするとき。 

(3) 補助事業等を中止し、又は廃止しようとするとき。 

２ 補助事業者は、補助事業等が予定の期間内に完了しないとき、又は補助事業等の遂行が困難となっ

たときは、遅滞なくその原因及びこれに対する措置を市長に報告し、その指示を受けなければならな

い。 

３ 市長は、第１項の申請書の提出があった場合又は前項の報告があった場合には、補助金等の交付の

決定を取り消し、又は変更することができる。 

４ 市長は、前項の規定により補助金等の交付決定を変更したときは、補助金等交付決定変更通知書（別

記様式第５号）により補助事業者に通知する。 

（補助金等の請求） 

第９条 第５条第２項及び前条第４項の規定により通知を受けた補助事業者は、補助金等の交付を受け

ようとするときは、補助金等交付請求書（別記様式第６号）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出

しなければならない。ただし、市長が指定する補助金等については、この限りでない。 

(1) 補助金等交付決定通知書の写し又は補助金等交付決定変更通知書の写し 

(2) 前号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

２ 前項の規定により補助金等交付請求書の提出があったときは、栃木市財務規則（平成２２年栃木市

規則第５５号）第４５条第１項に規定する請求書の提出があったものとみなす。 

（実績報告） 

第１０条 補助事業者は、当該補助事業等が完了したときは、市長が定める期日までに補助事業等実績

報告書（別記様式第７号）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。ただし、市

長が指定する補助金等については、この限りでない。 
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(1) 事業実績書 

(2) 収支決算書（別記様式第８号）又はこれに代わる書類 

(3) 工事にあっては契約書の写し及び施工者からの工事完了届の写し 

(4) 前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

（交付の決定の取消し） 

第１１条 市長は、補助事業等について次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、補助金等の交

付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

(1) 偽りその他不正の手段により補助金等の交付を受けたとき。 

(2) 補助金等を他の用途に使用したとき。 

(3) 第１４条本文の規定に違反したとき。 

(4) 前３号のほか、補助事業等に関し、補助金等の交付の決定の内容及びこれに付した条件に違反

したとき、又は市長の指示に従わなかったとき。 

（補助金等の返還） 

第１２条 市長は、第８条第３項及び前条の規定により補助金等の交付の決定を取り消した場合におい

て、当該取り消しに係る部分について既に補助金等が交付されているときは、期限を定めてその返還

を命ずるものとする。 

（加算金及び延滞金） 

第１３条 補助事業者は、前条の規定により補助金等の返還を命じられたときは、その命令に係る補助

金等の受領の日から納付の日までの日数に応じ、当該補助金等の額につき年１０．９５パーセントの

割合で計算した加算金を市に納付しなければならない。 

２ 補助事業者は、補助金等の返還を命じられた場合において、これを期限までに納付しなかったとき

は、納期日の翌日から納付の日までの日数に応じ、その未納額につき年１０．９５パーセントの割合

で計算した延滞金を市に納付しなければならない。 

３ 市長は、前２項の場合において、やむを得ない事情があると認めるときは、当該補助事業者の申請

により加算金又は延滞金の全部又は一部を免除することができる。 

（財産の処分の制限） 

第１４条 補助事業者は、補助事業等により取得し、又は効用の増加した次に掲げる財産を市長の承認

を受けないで、補助金等の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸付けし、又は担保に供し

てはならない。ただし、補助事業者が補助金等の全部に相当する金額を市に納付した場合又は補助金

等の交付の目的及び当該財産の耐用年数を勘案して市長が定める期間を経過した場合は、この限りで

ない。 

(1) 不動産及びその従物 

(2) 機械及び重要な器具で市長が指定するもの 

(3) 前２号に掲げるもののほか、補助金等の目的を達成するため特に必要があると認めて市長が指
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定するもの 

（帳簿の備付） 

第１５条 補助事業者は、補助事業等に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え付け、かつ、当該

収入及び支出についての証拠書類を整理し、これらを補助金等の受領日から５年間保存しなければな

らない。ただし、市長が必要と認める場合は、この期間を延長することができる。 

（立入検査等） 

第１６条 市長は、補助金等に係る予算の執行の適正を期するため必要があると認めたときは、補助事

業者に補助事業等に関する報告を求め、又は市長の命じた職員（以下「検査員」という。）をしてそ

の事務所、事業所等に立ち入らせ、当該補助事業等に係る帳簿書類その他の物件を検査させ、若しく

は関係者に質問させることができる。 

２ 検査員は、その身分を示す証票を携帯し、関係者の請求があるときは、これを提示しなければなら

ない。 

（補則） 

第１７条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、平成２２年３月２９日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の日（以下「施行日」という。）の前日までに、合併前の栃木市補助金等交付規則

（平成７年栃木市規則第２５号）、大平町補助金等交付規則（昭和５９年大平町規則第４号）、藤岡

町補助金等交付規則（平成１３年藤岡町規則第１２号）又は都賀町補助金等交付規程（昭和４７年都

賀町告示第７号）（以下これらを「合併前の規則等」という。）の規定により交付決定を受けた補助

金については、なお合併前の規則等の例による。 

３ 施行日の前日までに、合併前の規則等の規定によりなされた決定、手続その他の行為は、それぞれ

この規則の相当規定によりなされた決定、手続その他の行為とみなす。 

（特例措置） 

４ 平成２３年１月３１日から西方町の編入の日（以下「編入日」という。）の前日までの間において、

西方町に係る事務事業に関して編入日をまたぐ補助金等交付事業を行う場合その他編入に起因して

なされる補助金等交付事務であって特別の取扱いを要するものを行う場合にあっては、当該事務に必

要な範囲でこの規則の定めによらず処理することができるものとする。 

（平２３規則６・追加） 

（西方町の編入に伴う経過措置） 

５ 編入日の前日までに、編入前の西方町補助金等交付規程（昭和３９年西方村告示第５５号）又は栃

木地区広域行政事務組合補助金等交付規則（平成１３年栃木地区広域行政事務組合規則第４号）（消
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防に関する事務、液化石油ガス設備工事届の受理に関する事務並びにし尿処理施設の設置及び管理運

営に関する事務に係る部分に限る。）（以下これらを「編入等前の規則等」という。）の規定により

交付決定を受けた補助金については、なお編入等前の規則等の例による。 

（平２３規則２４・追加） 

６ 編入日の前日までに、編入等前の規則等の規定によりなされた決定、手続その他の行為は、それぞ

れこの規則の相当規定によりなされた決定、手続その他の行為とみなす。 

（平２３規則２４・追加） 

（岩舟町の編入に伴う特例措置） 

７ 平成２５年８月２３日から岩舟町の編入の日（以下「岩舟町編入日」という。）の前日までの間に

おいて、岩舟町又は栃木地区広域行政事務組合に係る事務事業に関して岩舟町編入日をまたぐ補助金

等交付事業を行う場合その他編入に起因してなされる補助金等交付事務であって特別の取扱いを要

するものを行う場合にあっては、当該事務に必要な範囲でこの規則の定めによらず処理することがで

きるものとする。 

（平２６規則１３・追加） 

（岩舟町の編入に伴う経過措置） 

８ 岩舟町編入日の前日までに、編入前の岩舟町補助金等交付規則（昭和５７年岩舟町規則第３号）又

は解散前の栃木地区広域行政事務組合補助金等交付規則（以下これらを「岩舟町編入等前の規則」と

いう。）の規定により交付決定を受けた補助金については、なお岩舟町編入等前の規則の例による。 

（平２６規則１３・追加） 

９ 岩舟町編入日の前日までに、岩舟町編入等前の規則の規定によりなされた決定、手続その他の行為

は、それぞれこの規則の相当規定によりなされた決定、手続その他の行為とみなす。 

（平２６規則１３・追加） 

附 則（平成２３年規則第６号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２３年規則第２４号） 

この規則は、平成２３年１０月１日から施行する。 

附 則（平成２６年規則第１３号） 

この規則は、平成２６年４月５日から施行する。 

附 則（平成２８年規則第６号） 

この規則は、平成２８年４月１日から施行する。 
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別記様式第１号（第４条関係） 

（平２８規則６・全改） 

別記様式第２号（第４条関係） 

別記様式第３号（第５条関係） 

（平２８規則６・全改） 

別記様式第４号（第８条関係） 

（平２８規則６・全改） 

別記様式第５号（第８条関係） 

（平２８規則６・全改） 

別記様式第６号（第９条関係） 

（平２８規則６・全改） 

別記様式第７号（第１０条関係） 

（平２８規則６・全改） 

別記様式第８号（第１０条関係） 

 


